
内閣府（防災担当）

参考資料２

⾸都直下地震対策検討ワーキンググループ（第３回）
令和６年７⽉１９⽇（⾦）

地震対策に関する東京圏の
⼈⼝構造及び都市構造の現状等





○ 国⼟全体におけるシームレスな連結を強化して、⽇本海側と太平洋側の⼆⾯を効果的に活⽤しつつ、内陸部を含めた連結を図る
「全国的な回廊ネットワーク」の形成を図る。

全国的な回廊ネットワークの形成

出典︓国⼟交通省「国⼟形成計画（全国計画）参考資料」
https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/content/001621776.pdf

曝
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東京圏の⼈⼝構造の現状等
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○ ⾸都圏の⼀般世帯数は、令和２(2020)年は2,047万世帯で増加傾向。⼀般世帯数のうち、単独世帯数は837万世帯で、
単独世帯数に占める⾼齢単⾝世帯数の割合は、平成27(2015)年まで増加していたが、令和２(2020)年は横ばい。

注１︓ここでいう「⾸都圏」とは、茨城県、栃⽊県、群⾺県、埼⽟県、千葉県、東京都、神奈川県、⼭梨県。「単独世帯数」とは、世帯主の年齢が不詳であるものを含む。
２︓各年10⽉1⽇現在。

引⽤元︓「令和4年度 ⾸都圏整備に関する年次報告」

⾸都圏の世帯の動向 （第1回WG資料 再掲） 曝
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東京圏の転⼊超過の推移 曝

4出典︓国⼟交通省「東京⼀極集中の是正⽅策について」
https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001374933.pdf

○ 東京圏への転⼊超過の傾向が続いている。



出典︓総務省「都市部への⼈⼝集中、 ⼤都市等の増加について」
https://www.soumu.go.jp/main_content/000452793.pdf

三⼤都市圏および東京圏の⼈⼝が総⼈⼝に占める割合

（※）

○ 三⼤都市圏の⼈⼝シェアの上昇は今後も続くとともに、その増⼤のほとんどは東京圏のシェア上昇分となると予測されている。

曝
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全国・⾸都圏の外国⼈労働者数の推移

出典︓国⼟交通省「令和２年度⾸都圏整備に関する年次報告（令和３年版⾸都圏⽩書）」
https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/content/001407881.pdf

○⾸都圏における外国⼈労働者数は増加傾向にある。令和２（2020）年には86万⼈となっており、そのうち東京都が約６割を占め
ている。

○全国の外国⼈労働者数のうち、⾸都圏の占める割合は、近年、約５割で推移している。

曝脆
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○東京都区部への通勤・通学⼈⼝は約300万⼈にものぼり、その多くは東京駅から50km以内。次に多い横浜市では約40万⼈に
のぼり、その多くは横浜駅から30km以内。

⾸都圏における通勤・通学⼈⼝の動向

東京都区部への総通勤・通学⼈⼝
2,987,925⼈

＊総通勤・通学⼈⼝とは、中⼼市への通勤・通学⼈⼝が100⼈以上あり、鉄道距離が200km以
内の市町村からの通勤・通学⼈⼝の総数である。
この地図の作成には、「国⼟数値情報（⾏政区域、鉄道及び湖沼データ）」（国⼟交通省）
（https:/ /nlftp.mlit.go.jp/ksj/index.html）を加⼯して使⽤している。

出典︓総務省「国勢調査 ⼤都市への通勤・通学⼈⼝図（令和２年）」
（https://www.stat.go.jp/data/chiri/map/c_koku/dtukin_r2/index.html）をも
とに内閣府で⼀部改変

横浜市への総通勤・通学⼈⼝
396,993⼈

30km
（横浜駅より）

50km
（横浜駅より）

30km
（東京駅より）

50km
（東京駅より）

70km
（東京駅より）

合計定期定期外
602,558⼈309,367⼈293,190⼈新宿駅1
458,791⼈256,518⼈202,273⼈池袋駅2
346,658⼈164,449⼈182,209⼈東京駅3
340,536⼈194,810⼈145,726⼈横浜駅4
292,631⼈139,891⼈152,740⼈渋⾕駅5

JR東⽇本エリア内の1⽇平均の乗⾞⼈員（2022年度）

脆

7出典︓JR東⽇本 「各駅の乗⾞⼈員 2022年度」
https://www.jreast.co.jp/passenger/



○⾎縁・地縁・社縁のいずれにおいても、「なにかにつけて相談したり、たすけ合えるようなつきあい」を望ましいとする者の割合は⼤きく減少。
また、20歳代や30歳代では「挨拶をする程度」、「世間話をする程度」が望ましいとする者の割合が⾼い⼀⽅、40歳代以降は「地
域の⾏事等に参加したり困ったときに助け合う」付き合いを望ましいとする者の割合が⾼い。

出典︓厚⽣労働省「令和5年版 厚⽣労働⽩書」
https://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/kousei/22/dl/1-01.pdf

地縁⾎縁 社縁

▼つきあいとして望ましいもの

▼望ましい地域での付き合いの程度（年齢別）

地域コミュニティの縮⼩ （第1回WG資料 再掲） 曝
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○⾸都圏における救急搬送の状況は、⼊電から医師引継ぎまでに50分前後を要しており、管外搬送も⼀定程度存在。

⾸都圏における救急搬送の状況

平均（分）合計（件）120分以上60分以上
120分未満

30分以上
60分未満

20分以上
30分未満

10分以上
20分未満10分未満

47.26,217,283
1,131,828

1.7%
3.2％

17.6%
28.4％

63.7%
61.7％

15.7%
6.5％

1.2%
0.2％

0.0%
0.0％全国

66.9713,577
16,577

6.1%
7.9％

40.6%
49.0％

51.9%
42.2％

1.4%
1.0％

0.0%
0.0％

0.0%
0.0％東京都

47.6470,395
76,175

1.1%
2.0％

17.9%
25.6％

69.7%
66.9％

11.0%
5.4％

0.4%
0.1％

0.0%
0.0％神奈川県

56.0314,247
90,710

3.3%
7.1％

27.5%
40.9％

62.8%
50.2％

6.1%
1.7％

0.3%
0.0％

0.0%
0.0％千葉県

53.2339,585
96,518

2.8%
7.3％

23.5%
40.1％

66.0%
50.1％

7.4%
2.5％

0.3%
0.1％

0.0%
0.0％埼⽟県

病院収容所要時間別搬送⼈員の状況 （⼊電から医師引継ぎまでに要した時間別搬送⼈員）

注︓下段斜字体は、管外搬送分で内書きである。
出典︓消防庁「令和5年版 救急救助の現況」

脆
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⼊電から医師引継ぎまでに要した時間（救急）

出典︓総務省消防庁 [令和5年版 救急救助の現況] Ⅰ 救急編を基に内閣府で作成
https://www.fdma.go.jp/publication/rescue/items/kkkg_r05_01_kyukyu.pdf

○⼊電から医師引継ぎまでに要した時間（救急）は令和3年中と⽐較して増加傾向にある。
○東京圏においては、全国平均と⽐較して所⽤時間が⻑い傾向にある。

47.4 49.7
55.5

43.8

53.2 56

66.9

47.6

0

10

20

30

40

50

60

70

1 2 3 4

時
間
[分
]

県

⼊電から医師引継ぎまでに要した時間（救急）
系列1 系列2

令和3年中全国平均︓42.8分

令和4年中全国平均︓47.2分

脆
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在宅医療の体制（第8次医療計画の⾒直しのポイント） 脆

11
出典︓厚⽣労働省「令和５年度第１回医療政策研修会」【政策説明プログラム】（R5.5.18,19,24,26）「(13)在宅医療の体制整備について」（資料13） https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001094031.pdf



在宅医療における情報通信機器等の活⽤ 脆

12出典︓厚⽣労働省「第12回第8次医療計画等に関する検討会」（R4.8.4）「在宅医療及び医療・介護連携に関するワーキンググループにおける検討状況」（資料1） https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/000972748.pdf



東京圏の都市構造の現状等
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社会資本の⽼朽化 脆

14出典︓国⼟交通省提供



データセンターの関東への集中

https://xtech.nikkei.com/atcl/nxt/column/18/00154/01385/

○国内のデータセンターは、千葉県印⻄市や東京都三鷹市など東京近郊に多く⽴地している。18年時点で、サーバールームの⾯積ベー
スでは6割が関東に集中している状況だ。

曝
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【参考】 重点⽬標２︓持続可能なインフラメンテナンス

出典︓国⼟交通省「新たな暮らし⽅に適応したインフラマネジメント 〜インフラ集約・再編の推進に向けて〜」
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/infra/content/001705927.pdf

脆
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【参考】国⼟交通省インフラ⻑寿命化計画（⾏動計画) 令和3年〜7年度概要

出典︓国⼟交通省「新たな暮らし⽅に適応したインフラマネジメント 〜インフラ集約・再編の推進に向けて〜」
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/infra/content/001705927.pdf

脆
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インフラの集約・再編に係る⽀援制度①

出典︓国⼟交通省「新たな暮らし⽅に適応したインフラマネジメント 〜インフラ集約・再編の推進に向けて〜」
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/infra/content/001705927.pdf

脆
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インフラの集約・再編に係る⽀援制度➁

出典︓国⼟交通省「新たな暮らし⽅に適応したインフラマネジメント 〜インフラ集約・再編の推進に向けて〜」
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/infra/content/001705927.pdf

脆
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インフラの集約・再編に係る⽀援制度③

出典︓国⼟交通省「新たな暮らし⽅に適応したインフラマネジメント 〜インフラ集約・再編の推進に向けて〜」
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/infra/content/001705927.pdf

脆
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インフラの集約・再編に係る⽀援制度④

出典︓国⼟交通省「新たな暮らし⽅に適応したインフラマネジメント 〜インフラ集約・再編の推進に向けて〜」
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/infra/content/001705927.pdf

脆
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インフラの集約・再編に係る⽀援制度⑤

出典︓国⼟交通省「新たな暮らし⽅に適応したインフラマネジメント 〜インフラ集約・再編の推進に向けて〜」
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/infra/content/001705927.pdf

脆
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社会インフラの「予防保全型」維持管理への転換に向けた３課題

出典︓野村総合研究所(NRI) NRIジャーナル “社会インフラの「予防保全型」維持管理――転換への3つの課題” （⼀部編集）
https://www.nri.com/jp/journal/2023/1130

○予防保全に寄与するデジタル技術として、ドローンや各種センサーによる点検・検査技術が登場している。インフラオーナーである⾃治体
や、点検・修繕⼯事を担う事業者では、技能職・技術職の⼈⼿不⾜が進んでいるため、新技術を⽤いて誰でも同じ品質で効率的に点
検・検査が出来れば、⼈⼿不⾜の解決に寄与する。このように技術進歩は予防保全型維持管理への追い⾵にはなりますが、単純な
技術導⼊では解決できない課題が3つある。

事後保全型から予防保全型への3つの課題

事後保全の修繕に加えて、予防
保全の観点からの修繕をする場合
は、修繕箇所が増えて⼀時的には
コストが膨らむ。国⼟交通省はイン
フラメンテナンスを⻑期で⺠間に委
託する「包括的⺠間委託」の⼿引
きを⽰しているが、管理するインフラ
の種類・状態・⾃然条件、インフラ
維持管理の組織体制、地場の事
業者の数・規模などが個々の⾃治
体で様々なこともあり、⻑期の包括
的⺠間委託を有効に活⽤できてい
る⾃治体はまだ限定的。

課題①（コスト）
インフラが劣化する前に修繕をす

るためには、センシングによるインフ
ラ状態データの取得とデジタル基
盤によるデータ蓄積・分析・可視
化が重要。現在のインフラ状態をセ
ンシングするだけでも予防保全を進
めることはできるが、予防保全効果
を最⼤化するには劣化予測をする
など、より⾼度なデータ分析が必
要。インフラ状態だけではなく、天候、
修繕⽅法、使⽤材料など多様な
データを中⻑期で取得・蓄積して分
析・活⽤ができるデジタル基盤、及
び、データを活⽤した⾼度な事業
運営をする組織作りが実現されて
初めて、予防保全の効果が最⼤化
される。

課題②（DX）

社会インフラは、インフラオーナーで
ある国や⾃治体、点検・修繕をす
る事業者、利⽤者である住⺠の３
つの関係者が存在するため、3者
が納得するスキーム作りが求めら
れる。
⾃治体は、限られた予算内で増

加する⽼朽化インフラを維持管理
する必要がある⼀⽅、地元事業者
の雇⽤維持のためにも、効率化に
よる単純な業務量の削減は望まし
くない。
住⺠が維持管理コスト増を抑制

しつつ従来通りの⽔準でインフラを
利⽤し続けるためには、何らかの⽅
法でインフラ維持管理に関与するス
キームが求められる。

課題③（スキーム）

脆
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防災都市づくり推進計画

出典︓東京都資料
https://www.seisakukikaku.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/seisakukikaku/1207-06-jishin-j

曝
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防災都市づくり推進計画 曝

25出典︓東京都資料



延焼遮断帯の形成

出典︓東京都資料
https://www.seisakukikaku.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/seisakukikaku/1207-06-jishin-j

曝
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市街地の不燃化

出典︓東京都資料
https://www.seisakukikaku.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/seisakukikaku/1207-06-jishin-j

曝
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⽊密不燃化の整備イメージ

出典︓東京都資料
https://www.seisakukikaku.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/seisakukikaku/1207-06-jishin-j

曝
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事例紹介〜防災街区整備事業 板橋三丁⽬地区〜

出典︓東京都資料
https://www.seisakukikaku.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/seisakukikaku/1207-06-jishin-j

曝
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事例紹介〜防災街区整備事業 板橋三丁⽬地区〜

出典︓東京都資料
https://www.seisakukikaku.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/seisakukikaku/1207-06-jishin-j

曝
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事例紹介〜防災街区整備事業 関原⼀丁⽬中央地区〜

出典︓東京都資料
https://www.seisakukikaku.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/seisakukikaku/1207-06-jishin-j

曝
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事例紹介〜延焼遮断帯の形成〜

出典︓東京都資料
https://www.seisakukikaku.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/seisakukikaku/1207-06-jishin-j

曝

32



事例紹介〜延焼遮断帯の形成〜

出典︓東京都資料
https://www.seisakukikaku.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/seisakukikaku/1207-06-jishin-j

曝
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事例紹介〜延焼遮断帯の形成〜

出典︓東京都資料
https://www.seisakukikaku.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/seisakukikaku/1207-06-jishin-j

曝
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事例紹介〜延焼遮断帯の形成〜

出典︓東京都資料
https://www.seisakukikaku.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/seisakukikaku/1207-06-jishin-j

曝

35



事例紹介〜市街地の不燃化〜

出典︓東京都資料
https://www.seisakukikaku.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/seisakukikaku/1207-06-jishin-j

曝
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事例紹介〜市街地の不燃化〜

出典︓東京都資料
https://www.seisakukikaku.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/seisakukikaku/1207-06-jishin-j

曝
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事例紹介〜市街地の不燃化〜

出典︓東京都資料
https://www.seisakukikaku.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/seisakukikaku/1207-06-jishin-j

曝
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事例紹介〜市街地の不燃化〜

出典︓東京都資料
https://www.seisakukikaku.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/seisakukikaku/1207-06-jishin-j

曝
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参 考
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【参考】既存計画①
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【参考】既存計画②
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